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Ⅰ 令和５年度 宮城県経済商工観光行政の基本方針 

 

令和５年度の宮城県の経済商工観光行政の推進方向などの基本的な事項を定めたもので

あり、次のとおりの構成となっています。                                                                           
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令和５年度 経済商工観光部の基本方針 

 

基本的な方向 

○ 東日本大震災から１２年が経過し、施設・設備の復旧支援をはじめとした取組によ

り、生産基盤の整備は着実に進んでいるものの、引き続き、復興完了に向けた支援や、

販路確保・開拓や従業員の育成などの課題に対応したきめ細かな支援を進めていく必要

があります。  

また、新型コロナウイルス感染症の感染拡大やウクライナ危機に端を発した世界的な

原油価格・物価高騰等は、幅広い業種の事業者等に対し、大きな影響を及ぼしているこ

とから、引き続き国や市町村、経済団体などの関係機関と力を合わせながら、ウィズコ

ロナ・アフターコロナに向けて、社会経済活動の回復を図っていく必要があります。 

 

○ 「新・宮城の将来ビジョン」のスタートから三年目となる令和５年度の経済商工観光

行政は、ウィズコロナ・アフターコロナを踏まえた地域経済の回復を最優先に取り組み

つつ、復興完了に向けた取組に加え、新・宮城の将来ビジョンに掲げる「富県宮城を支

える県内産業の持続的な成長」の実現に向け、「ものづくり産業等の発展と新技術・新

産業の創出」、「観光産業と商業・サービス業の振興」、「地域を支える農林水産業の

国内外への展開」、「若者をはじめとした多様な産業人材の育成・確保」、「就労や地

域活動を通じた多様な主体の社会参画の促進」を柱とした取組を推進し、企業や市町村

をはじめ、様々な主体と連携しながら、地域課題の解決、質の高い雇用の創出に加え、

ＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）による「変革みやぎ」の実現に向けた、

県内中小企業のデジタル化の促進等により、地域経済全体の生産性・付加価値を高め、

持続的な成長を目指します。 

 

重点項目 

１ ものづくり産業等の発展と新技術・新産業の創出 

○ 産学官の連携や研究開発拠点等の集積促進、先進的技術の活用等を通じた県内企業の

生産性の向上とイノベーションの創出による高付加価値構造への転換を図るとともに、

ものづくり産業などの地域経済の核となる企業の育成や国内外からの誘致を一体的・戦

略的に推進します。 

また、国や関係機関と連携し、国内外を問わず、マッチング支援や商談会等の開催を

通じ、県内企業の取引拡大を図ります。 

 

１ イノベーションの創出による高付加価値構造への転換と企業誘致の推進 

・ 県内ものづくり企業が自動車や航空機、医療等の分野で新規参入や新産業創出等

を果たし、今後、幅広く活躍することができるよう、デジタルエンジニアの育成等

による企業競争力の強化を図ります。 

・ ３Ｄプリンタ、表面・界面制御技術やセルロースナノファイバー等の次世代素材

を活用し、県内企業の商品開発や技術力向上の支援を行います。 

・ ものづくり産業の一層の集積に向けて、企業立地奨励金等を活用した企業誘致や

外国企業の県内投資促進の取組を進めるとともに、市町村の産業用地への再生可能

エネルギー等の導入に向けた調査や、市町村等による産業用地の造成を支援しま

す。 

 

２ 研究開発拠点の集積や産学官連携による成長支援 

・ 令和６年度の本格運用開始を見据え、次世代放射光施設（ナノテラス）を核とし
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たリサーチコンプレックス形成に向けた誘致施策の展開や、県内企業の利用促進の

ための普及啓発及び人材育成を進めます。 

・ 産学連携による新産業の創出や研究・技術開発の促進、市場参入の推進を図りま

す。 

・ 大学が有する高度な研究成果を活用したビジネスを展開する、テック系スタート

アップ企業への産学官金の連携による支援を通じて、県経済を牽引していく新たな

企業価値の創造を目指します。 

 

３ 県内のものづくり産業等の成長支援 

・ 高度電子機械産業及び自動車関連産業などの技術革新の進展や市場拡大が一層期

待される分野における技術開発や製品開発を支援するとともに、展示商談会等によ

る受注機会の拡大を図ります。 

・ 優れた技術や製品を有する県内中小企業を、地域の中核となる企業へ育成するた

めの支援を行います。 

・ 県内ものづくり企業の国内外を問わない販路開拓・取引拡大を支援します。 

・ 自動車関連産業におけるカーボンニュートラル化の推進・支援などにより、脱炭

素社会に対応した自動車関連産業の振興を図ります。 

・ 県内中小企業等がデジタル技術を活用した生産性向上等を図れるように各種支援

を行います。 

 

２  観光産業と商業・サービス業の振興 

○ 国内外からの観光客獲得のため、市町村やＤＭＯ等と連携を図りながら、地域資源の

発掘・磨き上げと高付加価値な観光コンテンツの造成を進めつつ、他産業との連携促進

や人材育成による観光産業の体制強化、旅行者の受入環境整備を図るとともに、戦略的

な誘客プロモーションを推進します。 

また、地域を支える商業・サービス業等の持続力を高めるため、商店街のビジョン形

成や商店街活動の新たな担い手の創出を支援するほか、商工会、商工会議所の支援体制

の強化や、業務の省力化の支援等を通じ、地域の課題やニーズに対応した多様なビジネ

ス展開を支援していくとともに、地域に賑わいを取り戻すための体制整備に向けた取組

を進めます。 

   

１ 観光資源の創出や受入環境の整備 

・ 地域資源の掘り起こし・磨き上げを行い、コト消費に対応した体験型プログラム

の構築やアウトドアコンテンツの充実とともに、関心が高まっているワーケーショ

ンなどの新たな旅行需要の取り込みを図ります。 

・ 観光施設、宿泊施設等の多言語化や観光客の安全に配慮した自然公園施設の整備

等を推進するとともに、将来の観光を担う人材確保・育成を図るなど、観光客の受

入環境整備を促進します。 

・ 教育旅行を通じて本県の魅力を伝え、長期的な交流人口の獲得に向けて、積極的

に誘致しながら、「ＳＤＧｓ」等をテーマとした体験プログラムの磨き上げや受入

体制整備の支援を行います。 

 

２ 効果的な情報発信と高付加価値な観光産業の創出 

・ アフターコロナにおける国内外の観光需要を見据え、デジタルを活用した「旅マ

エ」「旅ナカ」「旅アト」のプロモーションの展開による誘客を図るとともに、県

内観光地の円滑な周遊促進に向け、混雑状況の可視化やデジタルマップによる情報
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発信を行います。 

・ 国内外からの誘客を図るため、市町村や東北各県、関係団体等と連携しながら、

本県が誇る食・自然・歴史・文化等の地域資源にストーリーやテーマなどを持た

せ、高付加価値化を図ります。 

 ・ 県内の観光関係者等で構成する「みやぎ観光振興会議」などを通じて、地域の意

見を集約し、市町村及び観光事業者等と一体となって、地域の特性や強み、持ち味

を生かした観光振興に取り組みます。 

 

３ 地域課題やニーズに対応した商業・サービス業の振興 

・ 新型コロナウイルス感染症の影響により売上が減少した中小企業・小規模事業者

等に対する融資等により、経営の維持・安定を支援します。 

・ 地域の賑わい創出に向けた地域の担い手自身による課題解決への取組を支援しま

す。 

・ 持続的で発展的な商店街の構築を目指して、ビジョン形成や課題解決への取組及

び新たな担い手の創出を支援します。 

・ 地域経済の活性化に向けて、デジタル技術を活用した地域ポイント等の導入を検

討し、地域内での経済循環を促す取組を行う市町村や関係団体を支援します。 

 

３ 地域を支える農林水産業の国内外への展開 

○ 海外事務所やビジネスアドバイザリーデスク及び姉妹友好関係を有する自治体との交

流関係の活用、企業が海外の展示会や商談会に出展する際のサポート等により、宮城が

誇る食品・加工品の海外への販路開拓・取引拡大を図ります。 

 

４ 若者をはじめとした多様な産業人材の育成・確保 

○ 若年層の県内での就職・就業や定着を促進するとともに、デジタル化の進展や今後の

技術の急速な進歩、普及に対応できる高度な専門性などを身につけた産業人材の育成に

加え、キャリアアップにつながるリカレント教育の体制の整備や利用拡大を進めます。 

また、創業や制度資金、円滑な事業承継など、事業アイデアの実現や経営力の強化に

向けた多様な支援制度の充実を図ります。 

 

１ 県内への就職・就業の促進と産業人材の育成 

・ 県内外の学生と県内企業の交流の促進等を通じて、新規学卒者の県内企業への就

職を支援するとともに、専門家の派遣等を通じて離職防止を図ります。 

・ 首都圏等大学生向けの就職支援拠点を通じ、ＵＩＪターンによる県内就職を促進

します。 

・ ものづくり産業の人材育成・確保に向け、採用力向上のためのセミナーや、工場

見学会の開催に加え、高校生向け広報誌や県内の小中高生向け動画の発行・活用等

の取組を進めます。 

・ 企業や地域ニーズに対応した人材育成に向け、高等技術専門校等においてものづ

くり企業の現場におけるグループリーダーになり得る人材の安定的な供給を促進し

ます。 

 

２ 誰もが柔軟に働き続けるための環境の整備 

・ 多様で柔軟な働き方の進展による、副業・兼業人材の活用促進に向けた、マッチ

ングサイトの運営等による県内企業への支援を行います。 

・ 不安定な就労形態にある非正規社員等を安定的な就労につなげるため、セミナー
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やスキルアップのための取組を進めるとともに、オンラインを活用したＩＴ人材の

育成を図ります。 

・ 県内企業による外国人材の更なる活用、活躍の促進に向け、企業向け相談窓口の

設置や、セミナー開催等による県内企業への就職支援のほか、県内定着の取組を推

進します。 

・ 女性や高齢者等、様々な人材が柔軟で多様な働き方を選択できる社会の実現に向

け、関係機関と連携し県内企業の働き方改革を推進します。 

 

３ キャリアアップに向けた学び直しやリカレント教育の振興 

・ 県内ものづくり企業が自動車や航空機、医療等の分野で新規参入や新産業創出等

を果たし、今後、幅広く活躍することができるよう、クリエイティブなデジタルエ

ンジニアの育成等を支援します。 

・ ものづくり産業の分野で、活躍する人材育成を促進するため、職業訓練等による

学び直しを行うことにより、非正規雇用者等の安定的な就労に向けた取組を推進し

ます。 

・ みやぎ産業人材育成プラットフォーム等を通じて、産学官連携によるキャリア教

育の推進など、多様な人材育成に向けた取組を支援します。 

 

４ 創業や経営力強化の支援 

・ 地域企業の新事業や販路開拓に向け、ＵＩＪターンや副業・兼業等による多様な

プロフェッショナル人材の活用を促進します。 

・ 市町村や創業支援機関と連携した創業支援ネットワークを通じて、創業支援機能

や施策における県全体の底上げを図ります。 

・ 中小企業・小規模事業者に対する販路開拓・拡大等への伴走型支援体制の強化を

図るほか、事業承継の支援を行います。 

 

５ 就労や地域活動を通じた多様な主体の社会参画の促進 

 ○ 若年層や子育て層、高齢者や障害者等、様々な状況に応じた職業能力開発や職業相談

等を通じて就労を支援するとともに、働きやすい環境の整備を進め、就労を通じた多様

な人材の社会参加を促進します。 

   また、今後増加が見込まれる外国人県民が安心して生活できるための取組を進めま

す。 

 

１ 様々な状況に対応した就業の支援 

・ 若者の県内定着に向けた新たな形の就労支援を行うほか、みやぎ若年者就職支援

センター（みやぎジョブカフェ）やみやぎ人財活躍応援センター（みやぎシゴトサ

ポーター）等を通じて、若年層や就職氷河期世代、子育て層、高齢者等の多様な人

材の就職をきめ細かく支援します。 

 

２ 外国人が活躍しやすい社会の構築 

・ 外国人が暮らしやすい地域社会を実現するために、多文化共生を推進し、県内に

おける日本語教育体制の整備や、市町村における日本語学校の開設支援により、地

域での受入体制の整備を図ります。 
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●新型コロナウイルス感染拡大防止対策と社会経済活動の両立 

○ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大や原油価格・物価高騰等の影響を受けている県

内経済の回復を進めるために、「安定した暮らしの実現と強靱な経済構造の構築」と

「コロナ禍における原油価格・物価高騰等への対応」に基づいた取組を進めます。 

 

 ・ 長期化する感染症の感染拡大の影響を受けている中小企業等の事業者の経営を下

支えするため、資金需要に対応した安定的な資金調達を支援するほか、金利負担を

軽減するための利子補給や、信用保証料を軽減するための補填補助を、引き続き行

います。 

 ・ 感染拡大により落ち込んだ観光業の回復に向けて、観光キャンペーン等による需

要喚起策を実施するとともに、感染症や物価高騰等の影響を受けた、中小企業等が

行う販路回復や生産性向上等に向けた取組を支援します。 

 

◆被災地の復興完了に向けたきめ細かなサポート 

○ 東日本大震災の被災地において、復興の進捗状況に応じて施設・設備を復旧する事業

者の経営支援を行うとともに、被災事業者に対する融資の活用促進や利子補給等、経営

の安定を支援します。 

 

・ 被災事業者の施設・設備の復旧支援や経営支援等、きめ細かな支援を行います。 

・ 被災事業者の経営安定等に向けた融資制度を充実させます。 

・ 復興途上にある水産業を支援するための、海外販路拡大に向けた取組への支援を

行います。 
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